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１. はじめに

平成30年６月に第３期教育振興基本計画が閣議決定さ

れ, 本邦における今後の教育政策の方向性と今後５年間

の教育政策の目標と施策群が示された｡ この計画は, 第

２期計画の ｢自立｣ ｢協働｣ ｢創造｣ の方向性を継承して

おり, その基本的方向性の中に ｢社会を生き抜く力｣ の

養成が示されている｡ 主として初等中等教育段階の児童

生徒等を対象にした取組の成果目標１として, ｢生きる

力｣ の確実な育成が示されている1)｡ 熊本県教育委員会

では, 第２期くまもと ｢夢への架け橋｣ 教育プランを策

定し, 子どもたちがこれからの激しく変化する社会の中

で生き抜く力を身に付けることを目指している2)｡ また,

平成25年国立教育政策研究所の ｢教育課程の編成に関す

る基礎的研究｣ 報告書５では, ｢生きる力｣ を実効的に

獲得することを目指し ｢21世紀型能力｣ が提案された｡

21世紀型能力は, ｢生きる力｣ としての知・徳・体を構

成する様々な資質・能力から, とくに教科・領域横断的

に学習することが求められる能力を汎用的能力として抽

出し, それらを ｢基礎｣ ｢思考｣ ｢実践｣ の観点で再構成

されたものである｡ また, 知と心身の発達を総合した学

力をこれからの社会の中でどう働かせていくかを示して

いる3)｡ 報告書７では, 記憶力中心の知識偏重の教育

(臨時教育審議会第二次答申) から変化の激しい社会に

対応することのできる資質・能力を重視する教育への転

換が図られていることが示された4)｡ このような状況を

直視し, 熊本県立教育センターでは, ｢社会を生き抜く

力｣ を養成するために, 研究の目的を ｢豊かな学び｣ の

姿並びにその学びを実現する手法を明らかにすることを

通して, 一人一人が ｢未来の創り手｣ となる学びを作り

出すことについて研究に励んでいる｡

しかし, 本邦における小中学校の実態として自己肯定

感が低下した状態から自己回復できない児童生徒が増加

している｡ 平成29年度学校基本調査 (速報値) の結果,

平成28年度間の長期欠席者 (30日以上の欠席者) のうち,

｢不登校｣ を理由とする小中学校の児童生徒数は13万人

であった｡ 全国的に児童生徒は少なくなっているが, ５

年前より不登校になる児童生徒は約１万人増加してい

る5)｡ この現状の中, 大塚 (2006) は, 技術科の授業を

通して, 学習意欲・探究心・思考力・協調性が向上し,

物を大切にする心や最後まであきらめない気持ちが育ま

れる6)としている｡ 西本ら (2006) は, 不登校児童生徒

を対象としたものづくり体験活動用教材を開発7)してい

る｡ 技術科の授業において, ものづくりに没頭し仲間と

協力して学び合うことで自己肯定感が向上して不登校に

なった生徒が登校できるようになったことを実感してい

る｡ このことから, 技術科の授業で不登校に陥らないよ

うに自己回復できる生徒を育成することができないかと

考えるようになった｡

以上のことから, 中学校技術・家庭科技術分野 (以下,

｢技術科｣ という) の21世紀型能力3)の一つとして, 自己

回復できる生徒を育成する学習を, 協働・協調的な学び

を通して実践することにより, 社会を生き抜く力を育成

することに繋がるのではないかと考えた｡

そこで, 本研究は, 技術科の授業で自己回復力を高め

られる生徒を育成するため, レジリエンスを定義し, 定

義したレジリエンス概念について, 技術科教師の持つ意

識を明らかにすることを目的とする｡

２. レジリエンスとは何か

｢resilience｣ の日本語表記は, レジリエンス, レジ

リアンス, リジリエンス, レジリエンシー, レジリエン

ト, リズィリエンシー等と様々呼ばれている｡ そこで,
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技術科におけるレジリエンス概念の適用

国立情報学研究所の論文情報ナビゲータ (以下, ｢CiNii｣

という) を活用し, 2014年12月末までに登録された文献

のうち, タイトルやキーワード, 本文にresilienceのカ

タカナ表記を含んでいるものを抽出した｡ これを表1に

示す｡ 本表から, resilienceの日本語表記は ｢レジリエ

ンス｣ としているものが68％を占めることが分かる｡ そ

こで, 本稿では ｢resilience｣ の日本語表記を, 調査の

結果最も表記が多かったレジリエンスとする｡

レジリエンスは, 日本語訳で ｢生きる力｣, ｢立ち直る

力｣, ｢回復力｣, ｢反発力｣, ｢弾性力｣, ｢しなやかさ｣ な

どの訳があり, 一つの日本語にできないことから, 最近

では ｢レジリエンス｣ とそのまま用いられることも多い

用語である8)｡ このことから, 本稿ではそのままカタカ

ナ表記で用いることとする｡

３. レジリエンスの定義

レジリエンスとは, 元来は ｢ストレス｣ とともに物理

学の用語であったが, 近年は精神医学領域でも ｢極度の

不利な状況に直面しても, 正常に平衡状態を維持するこ

とができる能力｣ として用いられるようになった9)｡ ま

た, レジリエンスは, 環境変化に対する生態システムの

特性を表す概念として, Holling (1973) が提唱したの

が最初である10)｡ アメリカでは, 2001年にアメリカ合衆

国で発生した航空機を使った４つのテロ事件 (アメリカ

同時多発テロ事件) 以降, レジリエンスの研究が盛んに

行われるようになり, 国内では, 2011年東日本大震災後

にレジリエンスの研究が各学術分野で取り上げられるよ

うになった｡ その定義は, 研究者, 研究内容, 目的によっ

て異なり未だ統一的な見解は得られていない11)｡

そこで, われわれの研究に関連するレジリエンスを定

義するため, 各学術分野でどのように定義しているのか

を調査した｡ これを表２に示す｡ 本表から, レジリエン

スの捉え方は, ある一部分の限定的な意味での定義と広

い意味での定義があることが推察される｡

中村ら (2009) は, 国内において作成されたレジリエ

ンス尺度・レジリエンス研究について発達段階別に概観

を行い, レジリエンスの個人内要因の一側面から捉えよ

うとするものと, 個人内要因と環境要因の両面から捉え

ようとするものとがあったと考察している20)｡ 前者は,

ある一部分の限定的な意味での定義であり, 生態学・精

神医学・臨床心理学・健康心理学・心理学・発達精神病

理学に見られ, レジリエンスが個人にあると捉えた個人

内要因による定義である｡ 一方, 後者は, 広い意味での

定義であり, 個人内要因に加え, 環境要因を含んだ定義

である｡ すなわち, 個人と環境との相互関係で動的で変

更可能なプロセスとした精神医学, 個人のパーソナリティ

のようなものではなく, 周囲からの働きかけや適切な支

援によって変化する個人特性とした看護学, 生きる力の

構成要素である確かな学力や豊かな心につながる豊かな

人間性とした教育学を含んだ定義である｡ これらのこと

から, 技術科におけるレジリエンスを定義するためには,

個人内要因と環境要因を明らかにする必要があると考え,

狭義と広義に分けて定義することとした｡ 技術科におけ

るレジリエンスの狭義の定義を ｢個人内要因から捉える

｢ストレス適応力｣｣ とし, 広義の定義を ｢個人内要因,

環境要因の両面から捉える ｢社会を生き抜く力｣｣ とし

た｡
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表１ CiNiiによる ｢resilience｣ の日本語表記

表２ 各分野におけるレジリエンスの定義
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４. レジリエンス概念の構成要素

レジリエンス概念の構成要素も様々に見出されている｡

小花和 (2002) は, レジリエンスの構成要因と特性を整

理しており, 個人内要因として ｢子どもの個人内要因

(I AM)｣ と ｢子どもの能力要因 (I CAN)｣, 環境要因

として｢レジリエンスの発達を促す環境要因 (I HAVE)

｣をあげている21)｡ また, 原ら (2013) や河野 (2014)

は, 小花和 (2002) を参考に, レジリエンスの構成要素

をまとめている22)23)｡ 森ら (2002) は, レジリエンスの

４因子 ｢(I AM) (I CAN) (I WILL) (I HAVE)｣ を

明らかにし, (I WILL) は, 自分自身で目標を定め, そ

れに向かって伸びていく力であると考察している15)｡

われわれは, 平成29年度版中学校学習指導要領解説技

術・家庭編に沿ってこれらの先行研究をＫＪ法によって

分類し, 技術科におけるレジリエンス概念の構成要素を

特定した｡ これを表３に示す｡

５. 技術科におけるレジリエンス概念に関する研究等

技術科において必要なレジリエンス概念を先行研

究15)21)22)23)から調査し, 構成要素を分類し整理した｡ その

結果を表３に示す｡

構成要素の中でも, 粘り強さは, 平成29年度版中学校

学習指導要領解説技術・家庭編に, ｢イ 知的財産を創

造, 保護及び活用しようとする態度, 技術に関わる倫理

観, 並びに他者と協働して粘り強く物事を前に進める態

度を養うことを目指すこと｡｣ 24)と示されている｡ 粘り

強さは, 技術科の研究としては見られないが, これに類

する研究として日高 (2009) は, 工業科の課題研究に取

り組むことで忍耐力が育成されることが報告してい

る25)26)｡ 山尾ら (2010－2014) は, 効力感について工業

高校の職業に対する自己効力感の実態分析等を報告して

いる27)28)29)30)｡ 中原ら (2012－2013) は, セルフコントロー

ルに類する研究として, 技術科のものづくり活動におい

て生徒が感じる ｢癒し｣ と ｢ストレス｣ の実態分析等が

ある31)32)としている｡ これらの先行研究等は, 個人内要

因 (I CAN ｢能力要因｣) と関係している｡

その他の構成要素の研究として, 倉元 (2016) は, タ

イピングスキルの向上とレジリエンス獲得のためのルー

ブリックを作成し活用した研究を行っている33)｡ この研

究の中に技術科における概念の構成要素である ｢能力要

因｣ の問題解決能力について調査しているが, 技術科に

おけるレジリエンス概念に関する研究は少ないことが明

らかとなった｡

６. レジリエンス概念に関する意識調査

レジリエンスの概念を技術科に適用するにあたり, 技

術科教師は, レジリエンスについてどの程度意識してい

るのかを調査することとした｡ 調査方法として, 技術科

におけるレジリエンスの狭義の定義とした個人内要因か

ら捉える ｢ストレス適応力｣ と広義の定義とした個人内
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表３ 技術科におけるレジリエンス概念の構成要素



技術科におけるレジリエンス概念の適用

要因, 環境要因の両面から捉える ｢社会を生き抜く力｣

について意識調査を行った22)23)｡ この意識調査の質問項

目及び平均値と標準偏差を表４に示す｡

６.１ 調査対象

熊本県の技術科教師23名 (教職経験２年目から32年目：

平均教職経験17年±8.2年) を対象とし, 平成26年11月

８日に調査した｡

６.２ 調査内容

技術科におけるレジリエンスの概念に関する意識調査

内容を筆者で協議して次の要領で作成し, １～４の４件

法 (そう思う, どちらかというとそう思う, どちらかと

いうとそう思わない, そう思わない) で調査した｡ 質問

項目は, 個人内要因と環境要因の両面から, 技術科にお

けるレジリエンスの広義の定義として捉えられる内容を

｢教師の授業観｣ として11項目設定した｡ そのうち, ４

項目 (１～４) を第２期教育振興基本計画１) に示され

ている４つの基本的方向性の ｢１. 社会を生き抜く力の

養成｣ から作成した｡ ２項目 (５～６) は, 技術科にお

けるレジリエンスの狭義の定義項目として作成した｡ ２

項目 (７～８) は, 第２期教育振興基本計画１) に示さ

れている理念のうち ｢創造｣ 及び ｢協働｣ の理念の主旨

から作成した｡ ２項目 (９～10) は, 個人内要因である,

物事を客観的に捉え, 多面的・多角的に検討する思考力

に関する内容として, 平山ら (2004) が構成した尺度34)

から作成した｡ １項目11)は, キャリア発達にかかわる諸

能力の育成に関する調査研究報告書35)から, 個人内要因

として１項目選定した｡ さらに, 国研の報告書７に ｢学

び方を学ぶ｣ 力を測定する学力調査について示されてお

り4), これを21世紀型能力の ｢基礎｣ の内容として捉え,

｢指導の実際｣ ４項目 (12～15) を加えた｡

６.３ 結果および考察

６.３.１教師の授業観

レジリエンスの意識調査結果を図１,２に示す｡ 図１

は, 教師の授業観を項目ごとに回答した平均と標準偏差

値を示したものである｡ 本図から, 得点が高く標準偏差

も小さい項目の上位２つは質問項目 (以下, ｢問｣ とい

う) １と問８であった｡ 問11は得点が低く, 標準偏差が

小さい｡ 以上のことから, 技術科教師は, ほとんどが技

術科では ｢主体的で対話的な学びができる｣ とそう思っ

ており, ほとんどが ｢自己の将来を設計することができ

るようになる｣ と思う傾向が低いといえる｡

表５は, 教師の授業観を項目間の相関を示したもので

ある｡ 表５より, 相関係数が0.6以上は, 問５と問６及

び問６と問９の２つであった｡ 特に, 問５と問６の相関

が強く､ 自己回復力とストレスへの対処には関連が強い

といえる｡ レジリエンスに関する意識を問う項目である

問５と問６の結果は, 他の項目に比べ, 平均が低い傾向

にあることから, 技術科教師は ｢教師の授業観｣ におい

て, レジリエンスに関する意識が低いことが伺える｡

次に, すべての質問項目に対する分散分析を行った｡

その結果, 主効果が認められたF(14,330)=3.49, p<.001｡

そこで, 多重比較を行ったところ, 問１と12, 問１と14,

問８と12, 問10と14は, ５％水準で前者の問が有意に高

く, 問８と14は１％水準で前者の問が有意に高いことが

みられた｡
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表４ 質問項目及び各項目の得点 (平均と標準偏差) 一覧
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この結果から, ｢自ら学び, 考え, 行動する｣, ｢生徒

同士の学び合い｣, ｢多くの立場から考える｣ ことに関し

て, ｢育てられる｣, ｢有効｣, ｢できるようになる｣ と考

えてはいるが, そのことについて授業で ｢やり方を示す｣

などの行動に移してはいない教師が多いということが推

察される｡ これらについては, 教員研修の内容として扱

う等何らかの支援が必要であると考える｡

６.３.２指導の実際

図２は, 指導の実際 (表４中の12～15の問) を項目ご

とに回答した平均と標準偏差値を示したものである｡ 図

２より, 問13は行っているが他の３項目はどちらかとい

えば行っている教師が多いという結果であった｡ このこ

とから, 調査対象者は, 学習訓練は行っているが, 21世

紀型能力の ｢基礎｣ の内容である思考法の活用や話し合

い方や話し合い活動を行わないことが推察される｡

６.３.３教師の授業観と指導の実際の比較

表６は, 教師の授業観 (表４中の１～11の問) と指導

の実際 (表４中の12～15の問) の全体の平均と標準偏差

値を示したものである｡ 表６から, 指導の実際より, 授

観の方が0.2ポイント高い結果を得た｡ このことから,

授業のあるべき姿はわかっており, そうありたいと思っ
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図１ 教師の授業観 図２ 指導の実際

表５ 教師の授業観の質問項目相関表

表６ 教師の授業観と指導の実際の比較
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ているが, 実際にそのように指導している訳ではないこ

とが推察される｡

次に, 学び合いの活動の教師の意識について検討した｡

対象となる質問である問８, 14, 15に注目すると, いず

れも3.0以上を指しており, 絶対値としては低い値とは

いえない｡ しかし, ６.３.１に示したとおり多重比較の

結果, 問14は問８に対し１％水準で有意に低い得点であっ

た｡ このことから, 技術科では学び合い学習をさせるこ

とは有効であると思っているが実際には学び合いの具体

的な指導ができていない傾向にあることがうかがえる｡

７. 結論

技術科における ｢レジリエンス｣ についての研究を進

めたところ, 以下の結果が得られた｡�) 研究の手始めとして ｢resilience｣ の訳語を調査し

たところ, ｢レジリエンス｣ とする日本語表記が最

も多かった｡ レジリエンスの日本語訳について調査

した結果, 多くの捉え方があるため, 日本語に翻訳

せず, そのまま ｢レジリエンス｣ とすることが適切

であるとの結果を得た｡�) 各学術分野のレジリエンスの定義を調査した｡ その

結果から, 技術科におけるレジリエンスの定義を,

狭義には ｢ストレス対応力｣ とし, 広義には ｢社会

を生き抜く力｣ とした｡ また, 技術科におけるレジ

リエンス概念の要素を特定した｡�) レジリエンスの広義の定義である ｢社会を生き抜く

力｣ と狭義の定義である ｢ストレス対応力｣ を技術

科教師がどの程度意識しているのか, 教師の授業観

と指導の実際に関する質問紙で調査を行った｡ その

結果, 調査対象者は技術科におけるレジリエンスを

広義に ｢社会を生き抜く力｣ として捉えられる内容

は意識しているが, 狭義の ｢ストレス対応力｣ とし

て捉える意識が低い傾向が見られた｡ また, 調査対

象者は, 技術科の学習において学び合いの活動は有

効であると意識しているが,実際の行動が伴わない

傾向にあることが推察された｡

今後の課題は, 技術科におけるレジリエンス概念の構

成要素を検証していくことである｡ また, 技術科におけ

るレジリエンス概念の尺度を構成し, 技術科の授業にお

いてレジリエンスを育成する研究へと高めて行くことで

ある｡

８. おわりに

筆者らは, これまで技術科の授業においてアイデアロ

ボットの製作の指導を通して, 生徒の心を育てる指導を

実践してきた｡ 特に, 不登校気味の生徒や心的状況が不

安定な生徒の進路に光をもたらす実践となった｡ このこ

とから, 技術科は, 生徒の心も育む教科であることを感

じた｡ 森 (2014) から ｢ロボコンがゴールなのではなく,

何よりもものづくりを通して ｢人をつくる｣ ということ

がよりよい技術革新のために必要なことなのだ｣ 36) と改

めて考えさせられ, ｢ものづくりは人づくり｣ を実感し

た｡

しかし, 不登校の生徒は後を絶たず, 増加傾向にある｡

どうにかして, 技術科の授業で不登校を予防することが

できないかと考えていたところ, レジリエンスに出会っ

た｡ 東日本大震災直後, 多くのメディアは被災地の状況

を報じていたが, 厳しい被害状況で被災者の人々が支え

合い, 励まし合い, 生きようとする姿にレジリエントな

国民であることをたたえていた｡

このような, 志が高く, 誇り高い生徒を技術科の授業

で育てていきたいと考える｡
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Application of the Resilience to Technology Education

Yoshio OTSUKA・Ryoichi SHIKAMA・Kazuharu HASHITSUME

Abstract

This research focuses on resilience, which is frequently dealt as a theme of research in various regions these

days. To begin with, we clarified the concept of resilience. In addition, we defined resilience in Technology

Education in two ways:“Determined mind for living through life” in a broad sense, and “Ability to recover

from depression and to manage stress” in a narrow sense. Then, we referred the preceding research related

to resilience in order to identify the components of resilience in Technology Education. Furthermore, we did a

survey on teachers of Technology Education so as to learn how much they are conscious of resilience in their

classes. What we found is that they think collaborative is effective in nurturing resilience but they tend to have

scarce shills in introducing collaborative learning in their classes. We infer that they need to devise the method

of collaborative learning.




